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在宅医療・介護連携推進事業（介護保険の地域支援事業、平成２７年度～） 

 地域の医療機関の分布、医療機能
を把握し、リスト・マップ化 

 必要に応じて、連携に有用な項目
（在宅医療の取組状況、医師の相
談対応が可能な日時等）を調査 

 結果を関係者間で共有 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
   対応策の検討 

 地域の医療・介護関係者等が参画する会議を
開催し、在宅医療・介護連携の現状を把握
し、課題の抽出、対応策を検討  

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

 医療・介護関係者の連携を支援するコーディ
ネーターの配置等による、在宅医療・介護連携
に関する相談窓口の設置・運営により、連携の
取組を支援。 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

 情報共有シート、地域連携パス等の活用
により、医療・介護関係者の情報共有を
支援 

 在宅での看取り、急変時の情報共有にも
活用  

（キ）地域住民への普及啓発 

  地域住民を対象に
したシンポジウム等
の開催 

 パンフレット、チラ
シ、区報、HP等を
活用した、在宅医
療・介護サービスに
関する普及啓発 

 在宅での看取りにつ
いての講演会の開催
等  

（カ）医療・介護関係者の研修 

 地域の医療・介護関係者がグループワーク等を
通じ、多職種連携の実際を習得 

 介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 
等 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制
の構築推進 

 
 

 
 

◆地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅
医療・介護サービスの提供体制の構築を推進 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区
町村の連携 

 
 
 

◆同一の二次医療圏内にある市区町村や隣
接する市区町村等が連携して、広域連携
が必要な事項について検討 

○事業項目と取組例 

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～）により一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で制度化。 

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等と連携しつつ取り組む。 

○ 実施可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市区町村で実施。 

○ 各市区町村は、原則として（ア）～（ク）の全ての事業項目を実施。 

○ 事業項目の一部を郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。 

○ 都道府県・保健所は、市区町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等により支援。国

は、事業実施関連の資料や事例集の整備等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。 
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○調査目的 在宅医療・介護連携推進事業については、介護保険の地域支援事業に位置付けられ、実施可能な市町村は平成27
年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市町村で実施することとしている。 

   このため、全国の市町村における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況を把握し、事業の円滑な導入及び充実
に向けて必要な基礎資料を得ることを目的とした。 

○調査対象 全国1,741 市町村 
○調査時期 平成27年9月  （平成27年8月1日現在の状況） 

在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査結果について 

○ 市町村における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況 (n=1,741) 

実施していない   

348 (20.0%) 

実施していないが年

度内に実施予定   

149  (8.6%) 

1つ実施している  

263  (15.1%) 

2つ実施している   

218 (12.5%) 

3つ実施している  

200  (11.5%) 

4つ実施している  

190  (10.9%) 

5つ実施している  

134  (7.7%) 

6つ実施している  

121  (7.0%) 

7つ実施している  

74  (4.3%) 

全て実施している  

44  (2.5%) 
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市区町村における在宅医療・介護連携推進事業の各取組 
（ア）～（ク）毎の実施状況  

  実施している 年度内に実施予定 実施していない 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 671  (38.5%) 374  (21.5%) 696  (40.0%) 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
        対応策の検討 

763  (43.8%) 250  (14.4%) 728  (41.8%) 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の 
         提供体制の構築推進 

331  (19.0%) 177  (10.2%) 1,233  (70.8%) 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 439  (25.2%) 212  (12.2%) 1,090  (62.6%) 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 380  (21.8%) 79  (4.5%) 1,282  (73.6%) 

（カ）医療・介護関係者の研修 675  (38.8%) 215  (12.3%) 851  (48.9%) 

（キ）地域住民への普及啓発 517  (29.7%) 245  (14.1%) 979  (56.2%) 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係 
        市区町村の連携 

549  (31.5%) 122  (7.0%) 1,070  (61.5%) 

(n=1,741) 

3 



市町村における在宅医療・介護連携推進事業の平均実施数 
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人口規模別の在宅医療・介護連携推進事業の実施状況 
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 
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（カ）医療・介護関係者の研修 

小規模な市町村ほど取組が遅れている傾向 

※特に顕著な差がある（イ）と（カ）について例示 
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市区町村における在宅医療・介護連携推進事業の 
事業委託、共同実施、都道府県の支援状況 

 (n=1,393) 

○ 在宅医療・介護連携推進事業の（ア）～（ク）の取組のうち、都道府県（保健所）の支援の有
無について     ※ （ア）～（ク）の取組のうち、 １つ以上該当した市町村数 

  平均実施数 都道府県・保健所による支援の割合 

福井県 5.6  94.1% （17市町村中16市町村） 

滋賀県 5.5  94.7% （19市町村中18市町村） 

岡山県 4.8  74.1% （27市町村中20市町村） 

（参考）在宅医療・介護連携推進事業の（ア）～（ク）の取組の平均実施数が多かった上位３県の市町村の
うち、都道府県・保健所による市町村支援があったと回答した割合  

あり  
704 50.5% 

なし 
690 

 49.5% 
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各取組の内容（対応策の検討段階、医療介護関係者に対する研修内容） 

 (n=1,137) 

取組の段階 市町村数（割合） 

1.在宅医療・介護連携の現状の把握や課題の抽出、対応策について検討している 804 (79.4%) 

2.1を踏まえたうえで、検討された対応策が具体化されている。（※対応策の評価は未
実施） 

151 (14.9%) 

3.2を踏まえたうえで、検討された対応策が具体化され、その実施状況について評価及
び改善を行っている。 

58 (5.7%) 

  実施している  実施していない 

医療・介護関係者の両方を対象として、グループワーク等の多職種
研修を行っている。 

771 (86.6%) 119 (13.4%) 

医療関係者を対象として、介護保険で提供されるサービス等につい
ての研修を行っている。 

219 (24.6%) 671 (75.4%) 

介護関係者を対象として、在宅医療を受ける患者に必要な療養上
の注意点等の医療に関する研修を行っている。 

367 (41.2%) 523 (58.8%) 

「（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討」の取組の段階 

「（カ）医療・介護関係者の研修」における研修内容 

 (n=890) 
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